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令和４年度 厚生労働省科学研究費補助金 

治療と仕事を両立する患者に対する継続的な支援の実態と方策の検討 

産業保健看護職の視点に着目した調査 

研究分担者 吉川 悦子 （日本赤十字看護大学 看護学部 准教授） 

研究要旨： 

継続的な支援が必要となる状態の類型化と、継続的な支援の促進要因と阻害要因を

明らかにし、支援が行われる環境と条件を整理することを目指して、本分担研究では職

場での支援者としての産業保健看護職に着目した。本分担研究の目的は、職場での支援

者である産業保健看護職の視点から、治療と仕事を両立する労働者への継続的な支援

の実際について明らかにし、継続的な支援を促進する要因と阻害する要因を整理する

ことである。1年目の 2022年度は、22名の産業保健看護職のインタビュー調査のデー

タを質的に分析し、継続的な支援の実際と継続的な支援を休止する契機とその判断理

由について整理した。 

産業保健看護職による継続的な支援のバリエーションとしては、①社内の健康管理

規定に沿った支援、②健康診断結果からのフォローアップ、③社員からの自発的な相談

を契機としたもの、④人事労務経由での相談・コンサルティングの一貫が整理された。

継続的な支援を休止する契機とその判断理由には、社内規定に基づく要健康管理区分

の解除が契機となっている場合が多く、その前提として体調の安定等の本人側の要因、

上司や同僚によるフォロー体制、会社の人事労務担当者・各種規定の整備などの会社側

の体制整備が挙げられた。 

治療と仕事の両立支援においては、従業員に最も身近な産業保健専門職としての産

業保健看護職が、病気を持つ労働者と職場に対して、日頃の産業保健活動を通してきめ

細やかに、継続的な支援を実施していた。規定やルールに基づいて、その範囲の中での

継続的な支援だけではなく、本人が自主的に自身の健康管理を行うセルフケア能力向

上への働きかけ、様々な機会を活用しての職場ならびに事業場全体のサポート体制整

備など、個別から集団・組織全体への多面的な視点での支援が展開されていることが示

唆された。次年度は、継続的な支援を阻害する要因と、企業規模別の産業保健看護職の

継続的な支援の違いについて引き続き分析を進める。 

研究協力者 

安部 仁美   （東海大学 大学院 医学研究科先端医科学 専攻看護学コース） 
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Ａ．目的 

日本国内の治療と仕事の両立の取組や

体制は、「事業場における治療と仕事の両

立支援のためのガイドライン」（以下、ガ

イドライン）の公表（厚生労働省，2016）

以降、働き方改革実行計画における病気

の治療と仕事の両立の促進（首相官邸，

2017）、療養・就労両立支援指導料の加算

をはじめとして急速に整備されている

（厚生労働省，2020）。一方で、これらの

制度の周知や浸透はいまだ途上であり、

両立支援の取り組みを知っている者は、

労働者調査では 6%、経営者調査では 15%

との報告もある（須賀ら，2019) 。2021

（令和 4）年労働安全衛生調査（実態調査）

によると、傷病（がん、糖尿病等の私傷病）

を抱えた何らかの配慮を必要とする労働

者に対して、治療と仕事を両立できるよ

うな取組がある事業所の割合は 41.1％で

あり、事業所規模が小さくなるとその割

合は減少傾向にある（厚生労働省，2021）。

同調査によると、治療と仕事を両立でき

るような取組を行っている事業所であっ

ても、代替要員の確保、上司や同僚の負担、

休職を繰り返す労働者への対応、復職可

否の判断などに関して困難や課題を抱え

ており、専従の産業医や常勤の産業保健

看護職が助言や指導を行っている大企業

に比べて、特に産業保健サービスへのア

クセスが難しい中小企業では治療と仕事

の両立支援の仕組みを整備していくこと

は喫緊の課題といえる。 

これら治療と仕事の両立支援を事業場

にて支える人材として産業保健専門職、

特に産業保健看護職（従業員の産業保健

サービスを提供する保健師と看護師の総

称）を挙げることができる。産業保健看護

職は産業医と異なり、労働安全衛生法で

選任義務が規定されてないものの、従業

員に最も身近な産業保健専門職として大

企業から中小企業まで様々な雇用形態で、

働く人々への産業保健サービス提供に関

わっている（独立行政法人労働者健康安

全機構，2021）。 

産業保健看護職による治療と仕事の両

立支援の先行研究については、2016 年の

ガイドライン公表以降、徐々に論文数が

増えている。具体的には、産業保健看護職

による両立支援の実際(須藤・錦戸，2014; 

Nishikido et al., 2020; 小山他，2022）、

支援の現状や課題、困難感（崎山・錦戸, 

2019; Nishikido et al., 2020、布施他，

2021）など、産業保健看護職が病気を持つ

従業員と、その従業員の上司、人事労務担

当者などの職場関係者を含めて包括的な

視点で支援に携わっていることが明らか

になっている。しかしながら、様々な要因

や状況によって、時には就労継続が困難

となったり、休復職を繰り返すなどの状

況下において、どのような継続的支援が

行われているのか、十分な知見が蓄積さ

れていない。 

本研究の全体目的は、継続的な支援が

必要となる状態の類型化と、継続的な支
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援の促進要因と阻害要因を明らかにし、

支援が行われる環境と条件を整理するこ

とである。そのため、本分担研究では職場

での支援者としての産業保健看護職に着

目した。本分担研究の目的は、職場での支

援者である産業保健看護職の視点から、

治療と仕事を両立する労働者への継続的

な支援の実際について明らかにし、継続

的な支援を促進する要因と阻害する要因

を整理することとした。 

 

Ｂ．方法 

1. 研究デザイン 
質的記述的研究とした。    

2. 研究参加者 
労働者への直接的な産業保健サービス

を提供する機関（企業の健康管理部門、労

働衛生機関、労働衛生コンサルタント事

務所等）に所属する保健師・看護師のうち、

過去 5 年以内に治療と仕事を両立するた

めに休職や復職が必要となり継続的な支

援を必要とした労働者を担当した経験を

有する者 20 名程度とした。ガイドライン

の対象は身体疾患による治療や仕事の両

立支援であるため、メンタルヘルス不調

の支援経験事例は除いた。 
研究参加者となる産業保健看護職は、

事業所規模別の分析も視野に入れて、大

企業所属（1,000 人以上）、中小企業所属

（300 人以上 999 人以下）、企業との直接

雇用ではなく契約に基づく外部産業保健

サービス提供機関として労働衛生機関ま

たは独立系産業医事務所、独立系産業保

健師など所属先のバリエーションも考慮

した。研究参加者を全体で 20 名程度とし

たため、前述した 3 種類の所属（大企業、

中小企業、外部産業保健サービス提供機

関）からそれぞれ 5～7 名程度の研究参加

者を、機縁法を用いて募集した。研究参加

の任意性、撤回の自由、個人情報の保護と

研究データの保管方法等について文書と

口頭で説明し、研究参加に口頭と文書に

て同意を得られた 22 名を研究参加者と

した。 
3. 研究期間ならびにデータ収集期間 
研究期間は、2022 年 9 月から 2024 年

3 月末日まで、データ収集期間は、2022
年 12 月から 2023 年 1 月とした。 
4. データ収集方法 
インタビューガイドを用いた半構造化

面接を行った。インタビューは対面での

グループインタビューを原則とし、対面

での参加が難しい場合や予定が合わない

場合、個別インタビュー（対面またはオン

ライン）とした。グループインタビューは

最大で 2 時間程度、個別インタビューは

1 時間以内とした。いずれも実施回数は 1
回とした。 
インタビュー項目は、継続的な支援が

必要であった労働者の概要（年齢、疾病、

休・復職の簡単な経過、復職後の仕事の内

容）、支援の契機、労働者の継続的なフォ

ローの内容（頻度、方法）、就業措置の変

更の理由、継続的なフォローを休止する

タイミングとその判断理由、継続的な支

援を行いやすい環境、継続的な支援を阻

害する障壁、継続的な支援を実現するた

めに重要な要素（支援者側・労働者側・職

場側・医療者側）とした。インタビューと

は別に、研究参加者の基本属性について

もフェイスシートを作成し、インタビュ

ー当日にデータ収集した。フェイスシー

トは、研究参加者の基本属性（年齢・性別）、

所有資格(保健師・看護師)、所属先（企業
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内健康管理部門、労働衛生機関、独立系）、

経験年数（産業看護職としての経験年数、

臨床通算経験年数）、所属する部門・機関

で働く産業保健チーム員の人数（医師、保

健師・看護師、心理職、その他）、インタ

ビューで回答した事例が所属する基本属

性（企業規模、業種）について情報を収集

した。インタビューは研究参加者の同意

を得て IC レコーダーに録音するととも

にメモを取った。 
5. データ分析方法 
 ICレコーダーの音声データを逐語録に

起こし、その逐語録を精読しながら質的

記述的にデータを分析した。治療と仕事

を両立するための労働者への継続的な産

業看護職の支援、継続的な支援を促進す

る要因と阻害する要因に関する内容に着

目し、出来る限り研究参加者の言葉を使

うようにして、その内容を端的に表すコ

ードとして抽出した。複数のコードから

共通のテーマを見出し、サブカテゴリー

に整理した。サブカテゴリーの同質性、異

質性から共通性を見出しながらカテゴリ

ーを抽出し、抽象度を上げた。共同研究者

とで、定期的な検討の場を持ち、データ内

容の真実性や妥当性を吟味し、解釈にお

ける妥当性を検討した。 
6. 倫理的配慮 
 本研究は、日本赤十字看護大学研究倫

理審査委員会の承認を得て実施した

（2022－041）。 
 

Ｃ．結果 

1. 研究参加者の基本属性 

 22 名の産業保健看護職を研究参加者と

した。研究参加者の基本属性を表 1 に示

す。大企業所属が 7 名(31.8%) 、中小企

業所属が 8名(36.4%)、外部産業保健サー

ビス機関所属が 7名(31.8%)であった。年

代は 50歳代が 13名（59.1%）と最も多く、

全員が女性、所有資格は 1名（4.5%）が看

護師資格であったが、他 22 名（95.5％）

は保健師資格所持者であった。 

 

2. 継続的な支援を行った病気を持つ労

働者の基本属性 

 研究参加者が語った継続的な支援を必

要とした病気を持つ労働者の基本属性を

表 2に示す。40歳代と 50歳代がそれぞれ

6名（36.4％）で 7割を占めた。疾患名は

悪性腫瘍が最も多く 11名（50.0％）であ

った。 

 

3. 産業保健看護職による継続的な支援

のバリエーション 

（1） 社内の健康管理規程に沿った継

続的な支援 

 主には大企業において、病気治療によ

り一定期間仕事を休む必要が生じた場合

に、就業規則または健康管理規定に沿っ

て会社に提出される診断書が契機となる

継続的な支援である。この診断書は健康

管理部門にも回覧され、その情報に基づ

き産業保健看護職が休職中あるいは復職

の目途がついた時点で従業員と面談を行

い、その後、職場復帰において、また短時

間勤務などの就業上の措置の要否等につ

いて継続的な支援がなされていた。職場

復帰や就業上の措置に関する検討では、
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産業医と当該社員との面談を産業保健看

護職が設定し、その後の定期的な産業医

面談についても調整がなされていた。 

（2） 健康診断結果からのフォローア

ップとしての継続的な支援 

 定期健康診断で有所見となった社員の

保健指導等を通じて、受診勧奨や受診後

の経過観察等の継続的な支援が行われて

いた。特に、パニック値（生命が危ぶまれ

るほど危険な状態にあることを示唆する

異常値で直ちに治療を開始すれば救命し

うるが、その診断は臨床的な診察だけで

は困難で検査によってのみ可能である）

と言われる検査値となった従業員が出た

際に、健診機関からの連絡を受けた産業

保健看護職が、従業員や職場と調整し、速

やかに病院受診へとつなげた事例や、人

間ドック等でがんが早期発見された際の

受診先相談から確定診断、加療、病気によ

る休職、職場復帰等における一連の経過

の中で継続的な支援が展開されていた。 

（3） 社員からの自発的な相談を契機

とする継続的な支援 

 入院不要で通院のみで治療継続してい

たり、ごく短期間の入院のため年次有給

休暇を使った社員など、（１）で述べた社

内の諸規定に則った診断書提出や要健康

管理区分がなされない場合があった。そ

の場合であっても、社内の健康相談窓口

として産業保健看護職に自身の健康状態

のことや症状コントロールについて自発

的に相談することで継続的な支援につな

がっている事例があった。このような事

例は、病気を持つ労働者の職位が管理者

であることが多かった。つまり、職場での

就業上の配慮を管理職である自身がマネ

ジメントしなければならない場合で、こ

のような経緯で継続的な支援につながっ

ている場合が多く、社内の諸規定ではな

い自発的な健康相談の中で継続的な支援

が展開されていた。 

（4） 人事労務経由での相談・コンサル

ティングとしての継続的な支援 

 これまでの継続的な支援は、産業保健

看護職の日頃の実践活動を通じて展開さ

れているものであるが、企業の健康管理

部門に雇用されている産業保健看護職で

はなく、社外での契約に基づいて産業保

健サービスを提供している外部支援機関

において、開業保健師等での支援の形態

の 1 つとして、コンサルティング業務と

しての継続的な支援が抽出された。具体

的には、病気を持つ社員が仕事を両立す

る際に、実際に当該社員と面談し、就業上

の措置を検討するのは職場の管理監督者

や人事労務担当者とし、産業保健看護職

は人事労務担当者との定期的な面接の中

で両立支援に必要な情報提供や助言を行

っていた。いわゆるコンサルタントの立

場で仕事と治療の両立支援に代わってい

た。従業員に対して直接的に関わるので

はなく、病気を持つ社員が仕事と治療を

両立できるよう職場が調整することを専

門家の立場で側面から支援しており、社
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内の体制整備や関係者との連携といった

視点での継続的な支援といえる。 

 

4. 継続的な支援を休止する契機とその

判断理由 

社内の諸規定に基づいて要健康管理区

分による継続的な支援がなされている場

合は、要健康管理区分が解除されること

で継続的な支援が終了していた。要健康

管理区分が解除される理由としては、短

時間勤務や時間外労働の禁止等の就業上

の措置が必要なくなった場合、または就

業上の措置があることで自己裁量に基づ

く働き方ができなくなったり、そのこと

でかえって就業が難しくなることが挙げ

られた。要健康管理区分が解除される前

提として、体調が安定している（体調不良

による突発休がない）、検査データが安定

している、集学的な治療が終了し、半年な

いし 1 年に 1 回程度の経過フォローのた

めの通院となった、就業に一定の配慮が

必要となるような服薬治療が終了した、

定期的な通院治療が終了した、会社が求

める就業レベルまたはパフォーマンスで

仕事が継続できているなどが挙げられた。

体調の安定、治療内容、仕事のパフォーマ

ンスなどによって、継続的な支援の要否

を検討していた。 

もう一つの視点として、インタビュー

データから、継続的な支援の休止を可能

とする要件について整理した。 
（1） 本人の要件 

 本人が必要時、自発的に職場の上司

や健康管理部門に相談ができる。 

 管理監督者とのコミュニケーション

がきちんととれている。 

 定期的な受診や治療を継続できてい

る。医療機関・主治医との関係性が構

築されている。 

 本人が病気を持ちながらも働き続け

ていく意欲と自信を持っている。 

（2） 周囲の要件 

 上司や同僚など周囲が本人の健康状

態を配慮し、フォローできる体制が

構築できている。 

 上司が本人からの相談をきちんと受

け止めて、対応する体制がある。 

 本人と上司との調整で就業上の一定

の配慮ができる。 

（3） 会社の体制等の要件 

 職場の健康管理の担当者（人事労務

担当者含む）が職場任せにせずに適

時フォローしてくれる体制が整って

いる。 

 健康管理部門と職場、人事労務担当

部門との関係性が構築されている。 

 社内の規定に継続的な支援の期間が

明示されている（例：職場復帰後半年

間は健康管理部門のフォローを受け

るなどが復職に関する規定に明記さ

れている） 

 継続的な支援を休止するには、病気を

持つ社員の健康状態が安定し、フルタイ

ムで求められるパフォーマンスを発揮す
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ることが可能な状況であるかが判断の大

きな材料となっていた。健康状態の安定、

治療と仕事の両立支援を継続するために

は、本人のセルフケア能力、マネジメント

能力の他、周囲からのサポート体制、会社

の健康管理、両立支援が必要であった。 

 

Ｄ．考察 

 職場での支援者である産業保健看護職

の視点から、治療と仕事を両立する労働

者への継続的な支援の実際と継続的な支

援を促進する要因と阻害する要因を整理

することを目的として22名の産業看護職

にインタビュー調査を実施した。1年目の

2022 年度は、継続的な支援の実際と継続

的な支援を休止する契機とその判断理由

について分析を進め、継続的な支援のバ

リエーションとしては、①社内の健康管

理規定に沿った支援、②健康診断結果か

らのフォローアップ、③社員からの自発

的な相談を契機としたもの、④人事労務

経由での相談・コンサルティングの一貫

が整理された。継続的な支援を休止する

契機とその判断理由には、社内規定に基

づく要健康管理区分の解除が契機となっ

ている場合が多く、その前提として体調

の安定等の本人側の要因、上司や同僚に

よるフォロー体制、会社の人事労務担当

者・各種規定の整備などの会社側の体制

が挙げられた。 

 先行研究によると、産業保健看護職は、

従業員の最も身近な産業保健専門職とし

て、病気を持つ従業員の相談相手として、

また、治療と仕事を両立する上でのコー

ディネーターとして大きな役割を果たし

ていたが(須藤・錦戸，2014; Nishikido 

et al., 2020)、継続的な支援においても

様々なバリエーションにて、従業員への

支援が展開されていたことが示唆された。

社内の健康管理規定に沿った支援におい

ても、就業上の措置について医学的な視

点から判断・助言するのは産業医の役割

ではあるものの、判断するために必要な

本人の健康状況や仕事の状況、本人を取

り巻くサポート体制などは、日頃から本

人や職場との接点の多い産業保健看護職

が多くの情報を有しており、これらの情

報を活用しながら就業上の措置の判断が

なされていた。事業場内における継続的

な治療と仕事の両立支援の体制は、病気

を持つ社員を中心として、職場関係者や

産業保健スタッフが連携、協働しながら

構築していく必要性が示唆された。 

健康診断結果からのフォローアップに

ついても、保健指導や健診機関との連携

調整などは産業保健看護職が主軸となっ

て最初の対応者となるため、本人の健康

状況と支援の優先性や緊急性を検査デー

タや本人のセルフケア能力、ヘルスリテ

ラシー、仕事の状況などを包括的な視点

でアセスメントしながら、継続的な支援

の要否を検討していた。健康診断後の保

健指導や自発的な健康相談からの受診勧

奨、治療による休職、職場復帰と継続的に
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支援する上では、従業員の不安に寄り添

いながらも顕在化している健康問題に適

切に対処し、本人のセルフケア能力やセ

ルフリテラシーを向上するような関わり

を通して、病気を持つ労働者が自律的な

健康行動がとれるように支援する姿勢が

重要であると考える。これらの治療と仕

事の両立支援における産業保健看護職の

継続的な支援の実際は、先行研究におい

てがん治療と仕事の両立支援における産

業保健看護職の支援の実際と共通してい

る（崎山・錦戸, 2019; Nishikido et al., 

2020、布施他，2021）。 

一方で、本インタビュー調査では、外部

支援機関において、直接的な支援者とし

ての機能ではなく、コンサルタントとし

ての立場からの継続的な支援が展開され

ていた。これらの継続的な支援において

は、職場自体が病気を持つ労働者をサポ

ートする体制をどのように整備していく

べきかといった視点を主軸に展開されて

いた。その中では管理監督者と人事労務

担当者の果たす役割が大きく、管理監督

者は病気を持つ労働者の仕事や職場環境

の調整、人事労務担当者は職場がサポー

ト体制を整備する上での諸課題の整理、

定期的な状況の確認をするなど、両者が

分担しながら連携して両立支援の体制整

備を進めていた。産業保健看護職は、コン

サルタントの立場で主には人事労務担当

者への助言や情報提供を行っていた。治

療と仕事の両立支援を継続的に進めてい

く上では、これらの支援や体制について

受容的な職場風土や文化が必須となる。

産業保健看護職が両立支援に関する職場

風土づくりに大いに関与するとの先行文

献（安部他、2020）もあるが、産業保健看

護職が職場風土づくりをどのように行っ

ているのかその実際は明らかにされてい

なかった。本インタビュー調査における

外部支援機関でのコンサルティング機能

の一環として、産業保健看護職の職場風

土づくりの具体的な支援内容が明らかに

できる可能性がある。この点については

引き続きデータ分析を実施していく必要

がある。 

22 名の産業保健看護職を研究参加者と

してインタビューデータの分析の結果、

産業保健看護職は病気を持つ労働者本人

が自主的に自身の健康管理を行えるよう

なセルフケア能力向上への働きかけ、

様々な産業保健活動を活用しての職場な

らびに事業場全体のサポート体制整備等

継続支援の実際が明らかになった。産業

保健看護職による個別から集団・組織全

体への多面的な視点での継続的な支援が

展開されていることが示唆された。今後

の課題としては、本インタビュー調査に

おいて、リクルートの際に考慮された企

業規模別の産業保健活動の継続的な支援

の違いと共通点について、比較検討を行

っていくことが挙げられる。また、継続的

な支援を阻害する要因についても分析を

進めていく予定である。 
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H．知的財産権の出願・登録状況：(予定を

含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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表 1 研究参加者の基本属性 
    n (%) Mean ± SD 

年齢 (年）     50.4 ± 8.0 

 30 歳代 2 (9.1)  

 40 歳代 7 (31.8)  

 50 歳以上 13 (59.1)  

性別     

 女性 22 (100.0)  

所有資格     

 保健師 21 (95.5)  

 看護師 1 (4.5)  

所属     

 企業の健康管理室 14 (63.6)  

 独立開業 5 (22.7)  

 労働衛生機関 2 (9.1)  

 その他 1 (4.5)  

産業看護職としての経験年数(年）   18.9 ± 9.2 

 0-10 年未満 4 (18.2)  

 10－20 年未満 7 (31.8)  

 20－30 年未満 8 (36.4)  

 30 年以上 3 (13.6)  

現事業場での経験年数（年）   8.1 ± 7.5 

勤務形態     

 常勤 17 (77.3)  

 非常勤 1 (4.5)  

 その他 4 (18.2)  

インタビュー事例の所属先       

業種     

 製造業 7 (31.8)  

 情報通信業 6 (27.3)  

 運輸、郵便・卸売、小売業 5 (22.7)  

 医療・福祉 2 (9.1)  

 学術研究、専門・技術サービス業 1 (4.5)  

 サービス業(他に分類されないもの） 1 (4.5)  

従業員規模    

 ～299 名 3 (13.6)  

 300～999 名 12 (54.5)  

  1000 名以上 7 (31.8)   
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表 2 支援対象者の基本属性 

    n (%) 

年齢 (年）     

 30歳代 4 (18.1) 

 40歳代 8 (36.4) 

 50歳代 8 (36.4) 

 60歳代 2 (9.1) 

性別    

 女性 11 (50.0) 

 男性 11 (50.0) 

疾患名    

 悪性腫瘍 11 (50.0) 

 難病 5 (22.7) 

 腎臓病 2 (9.1) 

 脳血管疾患 2 (9.1) 

  筋骨格系障害 2 (9.1) 

 
 


	Ａ．目的
	Ｂ．方法
	Ｃ．結果
	Ｄ．考察
	Ｆ．引用・参考文献
	Ｇ．研究発表
	H．知的財産権の出願・登録状況：(予定を含む。）

